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目途に、推進会議での議論を踏まえ本部にお
ける検討を経て、障害者制度改革の基本的な
方針について閣議決定を行うこととしてい
る。
我が国の障害者に係る制度改革に向けたこ
うした検討は、国連における障害者権利条約
の採択が重要な背景となっている。
障害者権利条約は、平成13年の国連総会
決議により障害者の権利及び尊厳を保護し及
び促進するための包括的かつ総合的な国際条
約を検討することを目的とする委員会が設置
され、計８回の会合を経て、18年12月、第
61回国連総会本会議において採択されたも
のである。同条約は、19年３月30日に署名
のために開放され、我が国は、同年９月、こ
の条約に署名した。同条約は20年５月に発
効している。

第２節

障害者に係る施策の経緯
我が国の障害者施策は、昭和45年の「心
身障害者対策基本法」において、その総合的
推進を図ることが示され、その後、56年の「国
際障害者年」を契機として、さらに推進が図
られることとなった。58年には、「国際障害
者年」を受けて「国連障害者の十年」が宣言
されたことを踏まえ、我が国における最初の
障害者施策に関する長期計画が策定された。
平成５年には、「心身障害者対策基本法」が「障
害者基本法」に改められるとともに、障害者
施策を総合的かつ計画的に推進すること等が
示された。こうした経過を経て、障害者の自
立と社会参加に関し10年間の期間にわたる
計画を策定し、これに基づき総合的かつ計画
的に施策を推進するという枠組みに沿って、
今日まで、取組みが進められてきている。
平成21年度は、15年度から24年度までを
計画期間とする「障害者基本計画」の７年度
目に当たるとともに、19年12月に旧本部に

おいて決定された同基本計画の後期５年間に
おける「重点施策実施５か年計画」（以下「後
期５か年計画」という。）の２年度目に該当
する年であった。これらの計画では、障害の
有無にかかわらず国民誰もが相互に人格と個
性を尊重し支え合う「共生社会」とすること
を目指すべき社会の姿とし、その実現を図る
ための施策として、各省庁における障害者に
係る施策を記載している。
平成16年６月に、障害者基本法が改正さ

れた。この改正では、目的規定において障害
のある人の自立や社会参加の支援等が示され、
また、基本的理念として障害を理由とする差
別等の禁止が規定されたほか、「障害者週間
（12月３日から９日まで）」の設置、都道府
県及び市町村における障害者計画の策定義務
化、同基本計画の策定等にかかわる「中央障
害者施策推進協議会」の内閣府への設置等が
規定された。同協議会は障害者、障害者の福
祉に関する事業に従事する者及び学識経験の
ある者から内閣総理大臣が任命している。以
後、これまで各施策分野において同法の趣旨
等を踏まえた制度改正等が行われて、現在の
我が国における障害者施策体系が構成されて
いる。
生活支援の分野においては、障害があって

も地域で安心して暮らせる社会を構築するた
め、就労支援の強化や地域移行の推進を図る
ことを目指して、平成18年に「障害者自立
支援法」が施行され、身体障害、知的障害、
精神障害の障害種別ごとに提供されていた福
祉サービスについて、一元的に市町村が提供
する仕組みに改められるとともに、利用者負
担の見直しや国の財政責任の強化を通じて安
定的な制度の構築が図られた。
障害者自立支援法の導入にあたり、激変緩

和の施策として、平成18年12月に「特別対策」
を、19年12月に「緊急措置」を講じ、利用
者負担の軽減や事業者の経営基盤の強化など
を行ってきた。
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こうした中、平成21年９月の連立政権合
意において、「障害者自立支援法」を廃止し、
「制度の谷間」がなく、利用者の応能負担を
基本とする総合的な制度をつくるとされ、同
年12月に閣議決定により設置された本部の
下で、障害当事者を中心とする推進会議を開
催し、障害のある方等関係者のご意見を十分

に伺いながら、新たな制度の創設に向けた検
討を進めていくこととしている。
従来、身体障害、知的障害、精神障害とい

う３つの枠組みでは的確な支援が難しかった
発達障害のある人に対しては、その障害の定
義を明らかにするとともに、保健、医療、福
祉、教育、雇用等の分野を超えて一体的な支

■図表1‒2　障害者施策に係る主な関連法令の動向
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資料：内閣府

■図表1‒3　障害者施策に係る予算額の推移
単位：億円

年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度（参考）

予算額
9,989 10,191 11,222 11,775 11,953 12,968

（3,335）＊ （3,571）＊ （3,674）＊ （3,725）＊
※障害者施策関係の額を特定できるものについての合計額である。
＊ （　　）内の数字は、「障害者にやさしいまちづくりの推進」の経費（外数）である。当該経費は、
平成21年度以降、特定が困難となっているが必要な対策は引き続き推進している。

資料：内閣府

■図表1‒4　障害者数
総数 在宅者 施設入所者

身体障害児・者 366万人 358万人 9万人

知的障害児・者 55万人 42万人 13万人

精神障害者 323万人 290万人 33万人
資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成18年）
　　　厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成17年）
　　　厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成17年）等（高齢者関係施設は除く）
　　　厚生労働省「患者調査」（平成20年）
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援を行う体制整備を行うため、「発達障害者
支援法」が平成16年12月に成立し、17年４
月から施行された。
次に、生活環境の分野においては、平成
12年３月、ハード面、ソフト面を含めた社
会全体のバリアフリー化を効果的かつ総合的
に推進するため、閣議口頭了解により、「バ
リアフリー化に関する関係閣僚会議」が設置
され、平成16年６月、同会議は、政府が一
体となってハード・ソフト両面にわたる社会
のバリアフリー化に取り組むための指針とし
て「バリアフリー化推進要綱」を決定した。
また、18年６月「高齢者、障害者等の移動
等の円滑化の促進に関する法律」（「バリアフ
リー新法」）が成立し、同年12月から施行さ
れた。これにより、当事者の参画による基本
構想の策定や、公共交通機関、道路、建築物
のみならず、都市公園、路外駐車場を含め、
障害のある人等が日常生活等において利用す
る施設や経路を一体的にとらえた総合的なバ
リアフリー化の推進等が図られることとなっ
た。20年３月には、施設や製品等について
新しいバリアが生じないよう誰にとっても利
用しやすいデザインにするという考え方であ
るユニバーサルデザインの浸透を踏まえ「バ
リアフリーに関する関係閣僚会議」において、
「バリアフリー化推進要綱」を改定し、バリ
アフリーとともにユニバーサルデザインを併

せて推進することを明確化した「バリアフ
リー・ユニバーサルデザイン推進要綱」が決
定した。また、同様の趣旨から、同じく３月、
閣議口頭了解の一部改正によって「バリアフ
リーに関する関係閣僚会議」を改組し、「バ
リアフリー・ユニバーサルデザインに関する
関係閣僚会議」を設置した。
教育・育成の分野においては、障害のある

児童生徒等の一人一人の教育的ニーズに柔軟
に対応し、適切な指導及び支援を行うため、
従来の盲・聾・養護学校の制度を特別支援学
校の制度に転換すること等を内容とする「学
校教育法等の一部を改正する法律」が平成
18年６月に成立し、19年４月から施行された。
また、平成18年12月には、「教育基本法」

が全面的に改正され、同月から施行されたと
ころであり、障害のある児童生徒等について
も、その障害の状態に応じ十分な教育を受け
られるよう、必要な支援を国及び地方公共団
体が講じなければならない旨が、「教育の機
会均等」に関する規定に新たに明記された。
さらに、この改正教育基本法の理念の実現に
向け、今後おおむね10年先を見通した教育
の目指すべき姿と、20年度から24年度まで
の５年間に政府が総合的かつ計画的に取り組
むべき施策について示した「教育振興基本計
画」が20年７月に閣議決定された。
雇用・就業の分野においては、障害のある

　　

障がい者制度改革推進会議
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人の社会参加に伴いその就業に対するニーズ
が高まっており、障害のある人の就業機会の
拡大による職業的自立を図ることが必要なこ
とから、中小企業における障害者雇用の一層
の促進、短時間労働に対応した雇用率制度の
見直し等を内容とする「障害者の雇用の促進
等に関する法律の一部を改正する法律」が平
成20年12月に成立し、21年４月から順次施
行されている。
さらに、国際的な取組として平成20年５
月には、「アジア太平洋障害者の十年」（2003
～2012年）の行動計画である「びわこミレ
ニアム・フレームワーク（BMF）」に係る後
期５年間の行動指針として、「びわこプラス

ファイブ」が国連アジア太平洋経済社会委員
会（ESCAP）において採択された。
このように、平成16年における「障害者

基本法」の改正以降、我が国の障害者施策は、
障害の有無にかかわらず、国民誰もが相互に
人格と個性を支え合う「共生社会」の実現に
向けて着実に推進されてきたところである。
「中央障害者施策推進協議会」においては、
平成21年度では、内閣総理大臣及び内閣府
特命担当大臣（障害者施策）等の出席の下、
12月に第６回会合が開催され、今後の障害
者施策の在り方等について審議が行われた。
平成21年度は新たに「障がい者制度改革

推進本部」が設置されるとともに、障害当事

■図表1‒5　障害者制度改革の推進体制について
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者を中心とする「障がい者制度改革推進会議」
が開催されるなど、今後の障害者施策を展望
する上で画期的な１年となった。

第３節

障害者基本計画、重点施策実施
５か年計画の推進

「障害者基本法」第９条に基づき、国は、
障害者の福祉に関する施策及び障害の予防に
関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る
ため、障害のある人のための施策に関する基
本的な計画を策定することを義務づけられて
おり、平成14年12月、現行の「障害者基本
計画」が閣議決定されている。
同基本計画は、平成15年度から24年度ま
での10年間を計画期間としており、「ノーマ
ライゼーション」や「リハビリテーション」
といった前長期計画の理念を継承するととも
に、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支
え合う「共生社会」の理念の下に、障害のあ
る人が、社会の対等な構成員として人権を尊
重され、自己選択と自己決定の下にあらゆる
活動に参加・参画できる社会の実現を目指し、
計画期間中に講ずべき障害者施策の基本的方
向について定めている。
また、同基本計画の「Ⅳ推進体制等」にお
いて、「基本計画に基づく諸施策の着実な推
進を図るため、具体的な目標及びその達成期
間を定めた重点施策実施計画を策定し実施す
る」こととされており、これを踏まえ、「重
点施策実施５か年計画」が決定されている。
同基本計画の前期に当たる平成15年度から
19年度までの５年間を計画期間とする「重
点施策実施５か年計画」（14年12月24日障害
者施策推進本部決定。以下「旧５か年計画」
という。）が定められ、各府省間の緊密な連
携の下に推進が図られた。旧５か年計画の進
ちょく状況については、19年度末までの実
績が取りまとめられている。

これにひきつづき平成19年度に同基本計
画の後期に当たる平成20年度から24年度ま
でを計画期間とする後期５か年計画が、障害
当事者、その家族、関係団体、学識経験者等
延べ120の団体・個人から意見聴取や「中央
障害者施策推進協議会」の審議等を経て、決
定された。
後期５か年計画は、自立と共生の理念の下

に、「共生社会」の実現に真に寄与するよう
にするため、
① 地域での自立生活を基本に、身体障害、
知的障害、精神障害、発達障害等の障害
の特性に応じ、障害者のライフサイクル
の全段階を通じた切れ目のない総合的な
利用者本位の支援を行うこと

② 障害者の地域における自立や社会参加に
係る障壁を除くための誰もが快適で利用
しやすいユニバーサルデザインに配慮し
た生活環境の整備や、IT（情報通信技術）
の活用等による障害者への情報提供の充
実等を図ること

③ 「障害者自立支援法」の抜本的な見直し
の検討とその結果を踏まえた計画の必要
な見直しを行うこと

④ 障害者権利条約の可能な限り早期の締結
を目指しての必要な国内法令の整備を図
ること

の４点に重点を置いて施策展開を図ることと
している。
また、後期５か年計画では、平成20年度

からの５年間に重点的に取り組むべき課題に
ついて、旧５か年計画の倍に相当する120の
施策項目並びに新規42項目を含む57の数値
目標（旧５か年計画では34項目）及びその
達成期間等を定めている。後期５か年計画に
おいては、個々の障害に係るニーズや社会・
経済の状況等に適切に対応するとともに、必
要に応じ計画の見直しを行うこととしている
ほか、計画の着実かつ効果的な推進を図るた
め、その進ちょく状況を毎年度、「中央障害


